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連結子会社の異動（持分譲渡）に関するお知らせ 

 

当社は、平成 27 年 11 月 17 日開催の取締役会において当社の連結子会社である索路克（杭州）

信息科技有限公司（以下、「HZ 」といいます。）の全持分を譲渡することを決議いたしましたの

で、下記のとおりお知らせいたします。 

 
記 

 
１．株式の譲渡理由 

当社は、中国におけるデジタルサイネージ事業を推進することを目的として、株式会社東忠（本

社：東京都新宿区、代表取締役社長：丁 偉儒）との合弁により HZ を平成 23 年 9 月に設立いた

しましたが、その後の HZ を取り巻く事業環境の変化を鑑み、この度、当社の全持分を株式会社東

忠のグループ会社である株式会社東忠クリエイト（本社：東京都台東区、代表取締役社長：三浦 康

弘）に譲渡することといたしました。今後の中国事業につきましては、現地販売代理店を活用し、

当社中国事業推進室において、継続する予定です。 

 
２．異動する子会社の概要 
（1） 名 称 索路克（杭州）信息科技有限公司 
（2） 所 在 地 浙江省杭州市濱江区長河路 590 号 
（3） 代表者の役職・氏名 董事長 長尾 章 
（4） 事 業 内 容  電子機器製品等におけるハードウェアとソフトウェアの研究・設計・

開発ならびにそれらの販売業務の請負及びそれらに関連するサービ

スの提供 
（5） 資 本 金 125,000,000 円 
（6） 設 立 年 月 日 平成 23 年 9 月 



（7） 出資者及び出資比率 株式会社ソルクシーズ 96.0％ 
株式会社東忠      4.0％ 

（8） 上場会社と当該会社 
と の 間 の 関 係  

資 本 関 係 上記（7）に記載の通り、当社は当該会社

に 96.0％出資しています。 
人 的 関 係 当社の代表取締役及び監査役１名、執行役

員２名が当該会社の役員を務めておりま

す。 
取 引 関 係 当社は、当該会社に金銭の貸付を行なって

おります。 
（9）当該会社の最近 3 年間の経営成績及び財政状態 

決算期 平成 24 年 12 月期 平成 25 年 12 月期 平成 26 年 12 月期 
純 資 産  70 百万円 41 百万円 21 百万円

総 資 産  91 百万円 76 百万円 53 百万円

売 上 高  －百万円 1 百万円 4 百万円

営 業 利 益  △54 百万円 △37 百万円 △25 百万円

経 常 利 益  △55 百万円 △46 百万円 △24 百万円

当 期 純 利 益  △55 百万円 △46 百万円 △24 百万円

 
３．株式譲渡の相手先の概要 
（1）名 称 株式会社東忠クリエイト 
（2）所 在 地 東京都台東区上野六丁目 1 番 11 号 
（3）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 三浦 康弘 
（4）事 業 内 容  ソフトウェア開発 
（5）資 本 金 10,000,000 円 
（6）設 立 年 月 日 平成 27 年 1 月 5 日 
（7）純 資 産 １億１０百万円 
（8）総 資 産 3９百万円 
（9）大株主及び持株比率 株式会社東忠 49.0% 

（10）上 場 会 社 と  
当 該 会 社 の 関 係  

資 本 関 係  該当事項はありません。 
人 的 関 係  該当事項はありません。 
取 引 関 係  該当事項はありません。 
関連当事者へ 
の該当関係  

該当事項はありません。 

 
４．譲渡持分出資金額、譲渡価額及び譲渡前後の持分出資金額の状況 
（1）譲渡前の出資持分 96.0% 
（2）譲 渡 出 資 持 分  96.0% 
（3）異動後の出資持分 0.0% 



（4）譲 渡 価 額 ※ 2,556,429 円 
※譲渡価格の算定にあたっては、譲渡会社の純資産を基準とし、平成 27 年 11 月 16 日の為替レート 
に基づき決定いたしました。 
 
５．日程 
(1) 取締役会決議日  平成 27 年 11 月 17 日 
(2) 契 約 締 結 日  平成 27 年 11 月 17 日 
(3) 株式譲渡実行日  平成 27 年 11 月 30 日 
 
６．今後の見通し 

本件持分譲渡に伴い、当社個別決算において、特別損失 49 百万円を計上する見込みですが、課

税所得の減少による法人税の減少が 51 百万円見込まれることにより、当期純利益への影響は、+2
百万円となる見込みです。 
連結決算におきましては、特別損失として 34 百万円が見込まれますが、課税所得の減少による

法人税の減少が 51 百万円見込まれることにより、当期純利益への影響は、+17 百万円となる見込

みです。現時点におきましては、公表しております平成 27 年 12 月期の連結業績予想に変更はあり

ませんが、業績予想に修正が生じた場合は、速やかに公表いたします。 

以 上 


